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一般会計決算を全会一致で認定！
特別会計決算を全会一致で認定！
補正予算（一般会計・特別会計）
工事請負契約
意見書
助役と収入役が決まりました。（臨時議会）
議長と副議長が決まりました。
建設産業常任委員会県外視察研修レポート
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12月定例会の傍聴ご案内　12月16日（木）午前10時 開会予定
詳しい日程
お問い合せは
議会事務局へ

西原町
NO.22・9月議会
2004（平成16）年12月１日発行
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表紙題字：西原町文化協会書道部会  豊里敏子（光彩）さん

議員の活動報告議員の活動報告議員の活動報告
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秋の叙勲

　屋良朝光元議員（字上原245-25　70歳）が平

成16年秋の叙勲で地方自治功労の「旭日双光

章」を受賞しました。

　屋良氏は昭和37年から平成2年までの7期28年

間議会活動に専念し、西原町の発展に多大な貢献

をなされました。

　当議会広報委員のメンバーでもあった屋良議員が病気療養

中のところ9月1日にご逝去されました。慎んでご冥福をお祈

りします。

　
二
年
間
こ
の
メ
ン
バ

ー
で
議
会
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よ
り
を
お

届
け
し
ま
す
。

屋良朝英議員（62歳）が逝去訃　報訃　報

9月議会の傍聴者　延べ人数　19名　議会だよりに対するご意見、ご要望がありましたら議会事務局へお問い合せください。
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　9月号の「議会だより」から

広報委員も大幅に入れ替わりま

した。新メンバーの委員は、平

均年齢も上がりましたが、定例

議会終了後10月から週1回の広

報委員会を持ち、いよいよ「議

会だより」の編集も終わりまし

た。町民の皆様にどのくらい読

んでいただけるのか、期待を込

めながら－よろしくおねがいし
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・平成15年度の歳入決算額は、収入済額111億6,212万円、不納欠損額2,075万7千円、
　収入未済額9億310万4千円である
・収入済額は対前年度増加額16億4,626万6千円（17.3％増）
・収入済額のうち、自主財源は、37億8,399万5千円（34％）であり、依存財源は、73億　
　7,812万7千円（66％）である

・自主財源の総額に占める町税収入の割合は66％である

・依存財源は対前年度13億9,008万円の増加となっている
　これは国庫支出金4億8,945万9千円の増加、町債の12億9,200万円の増加と地方交付税が
　4億1,295万6千円の減少等による

・歳出決算額は支出済額104億5,865万9千円、翌年度繰越額13億3,636万4千円、不用額は
　1億9,230万8千円になっている
・支出の中で一番多いのは教育費であり全体の約26％、そのうち図書館費が11億147万円で
　教育費の約40％を占めています。これに民生費と土木費、総務費を加えた4つの経費で全歳
　出の75％になります。
・翌年度繰越額の主なものは、土木費7億9,828万6千円、教育費5億3,507万8千円となって
　います。

・繰越の主な内容は、土木費の都市計画事業と道路整備事業における、用地購入が難航し工事

　発注の遅れが要因となっている。

歳出審査に対する議会の意見

地方贈与税
114,567千円（1.0％）

利子割交付金
13,230千円（0.1％）

ゴルフ利用税交付金
47,510千円（0.4％）

地方消費税交付金
262,337千円（2.4％）

自動車取得税交付金
24,160千円（0.2％）

地方特別交付金
82,264千円（0.7％）

交通安全対策交付金
3,828千円（0.0％）

分担金及び負担金
136,491千円（1.2％）

使用料及び手数料
55,569千円（0.5％）

県支出金
645,071千円（5.8％）

財産収入
41,037千円（0.4％）

寄付金
6,112千円（0.1％）

諸収入
228,684千円（2.0％）

地方交付税
1,683,089千円（15.1％）

町税
2,507,432千円（22.5％）

国庫支出金
1,911,770千円（17.1％）

町債
2,590,300千円（23.2％）

繰入金
186,354千円（1.7％）

繰越金
622,316千円（5.6％）

消防費
423,072千円（4.1％）

商工費
434,674千円（4.2％）

衛生費
511,763千円（4.9％）

公債費
805,219千円（7.7％）

総務費
1,374,727千円（13.1％）

土木費
1,685,994千円（16.1％）

民生費
2,072,951千円（19.８％）

教育費
2,697,104千円（25.8％）

その他
453,148千円（4.3％）

一般会計 決算認定一般会計 決算認定
平成15年度平成15年度

歳入審査に対する議会の意見

決算額

111億6,212万1千円
決算額

104億5,865万9千円

歳　入歳　出

歳出決算額

104億5,865万9千円
歳入決算額

111億6,212万1千円



国民健康保険

　現年度一般分は91.8％となり、平成16年度はペナルティーが課される。滞納発生額は前年度より

増加しているが、期限内収納率は53.5％である。収納率対策特別 

徴収員6人による納税相談や督促等により、徴収効果を上げてい

るが、次年度は財政調整交付金減額のペナルティーが課される

ので、なお一層の徴収率アップに努力するよう求めた。歳出につ

いては療養給付額は前年度の11.3％に増額しているがこれは平

成14年度が11カ月分の決算であったための差である。高額療養

費は前年度の106.5％に増加している。

　歳入歳出残額△1,370万円は翌年度歳入繰越充用されている。歳出額のうち医療給付費は17億

2,571万円で支出済額の98.0％を占めている。不用額は1,158

万2千円になっている。これは当初見込みより実績が伴なわなか

ったことによるものである。老人人口の増加により伸び続ける

と予想される医療費に関して、いいあんべー事業や住民検診健

康指導事業等を活用し、各課連携により普段からの健康に関す

る意識の高揚と啓蒙を図り医療費の抑制や多受診がないか。厳

密なレセプト点検にも努めてもらうよう要望した。

　歳入については第1号被保険者、保険料の徴収状況に関しては100％の徴収率である。普通徴収分

は現年度調定額が4,365万5千円のうち、収入済額3,424万8千円、

収入未済額940万8千円で徴収率78.5％と前年度を下まわって

いる。全体としても徴収率は92％であり、年次的に過年度滞納

分も増加傾向にあることから、さらに徴収率の向上に努めるこ

とを求めた。

平成15年度土地区画整理事業特別会計

　歳入決算額は3億4,611万2千円で歳出決算額は2億4,842万2千円で差引残額は9,769万円であ

る。15年度の予算で見込んでいた保留地の処分がなく補

償工事等も執行出来ない状態である。整備面3カ所、地権

者7名、未整備部分もあり、強力な進行を求めた。保留地

の処分は単価の見直しを含めて早期の販売対策が必要

である。

平成15年度水道事業会計

　本年度の経常利益が2,768万円で前年度の998万9千円より1,769万1千円増加してい
る。配水量においては有収率が95.02％と14年度よ
り微増だが給水量も増加した。

　これは大口使用者の増加と給水人口の増、更に有

収率の上昇も大きな要因となっている。

経営状況はおおむね良好であるが、さらに有収率の

アップのため、漏水対策に力を入れ、老朽管の改良

布設工事が重要である。

平成15年公共下水道事業特別会計

　歳入決算額は6億8,315万1千円で、歳出決算額は6億7,765万4千円となった。差引残額は549万

7千円である。公共下水道事業は計画面積に対する供用

開始面積比は12％で前年度より5.8％ポイントの増加、

使用料が前年度より大幅な増となった。これは大口使用

者が貢献している。

　接続可能世帯数1,131世帯の内279世帯が接続済で普

及率25％である。今後は専門職員の配置も検討し下水道

の知識と目的を十分にPRをする必要がある。



　歳入歳出の予算総額に1億6,434万74円を追加し、歳入歳出
総額は93億2,785万6千円となった。

歳　入歳　入　主な内容は主な内容は歳　入　主な内容は 歳　出　総務賁歳　出　総務賁

町財政調整基金　　　　　　　　　 1,500万円

退職手当基金費　　　　　　　　　 8,500万円

退職金支払の準備等が大きな要因である。

地方と区別交付税　　　　　　　  241万1千円　増

地方交付税                         1億4,838万7千円　増

県支出金　　　　　　　　    　  2,154万2千円　増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　が要因である。

平成16年度平成16年度

平成16年度平成16年度

　　　　　　歳入歳出に1,050万円を追加し歳入歳出それぞれ26億9,443万3千円
　　　　　となった。これは介護給付金の確定によるものである。　　　

　　　　　　歳入歳出に420万3千円を追加、歳入歳出それぞれ12億39万3千円と
　　　　　なった。これは人事異動に伴なう職員給与増の為、一般会計からの繰入

　　　　　である。

　　　　　　歳入歳出に413万6千円を追加し、歳入歳出が6億4,828万5千円とな
　　　　　った。

　　　　　業務用下水道使用料の増によるものが大きい

　　　　　　収益的収入及び支出は人事異動に伴なう職員給与費159万4千円の増
　　　　　加が見込まれ、ほか水道事業費170万9千円の増加である。

国民健康保険特別会計補正国民健康保険特別会計補正

介護保険特別会計補正介護保険特別会計補正

公共下水道事業特別会計補正公共下水道事業特別会計補正

水道事業会計補正水道事業会計補正

工 事 請 負 契 約 他工 事 請 負 契 約 他

　 契約金額：7,770万円

　 契約の相手：（有）太平洋開発（西原町）

　 契約の方法：町内9社、町外5社による指名競争入札　

　契約金額：5,985万円

　契約の相手：東洋コンクリート（株）（西原町）

　契約の方法：町内10社、町外4社による指名競争入札

　◆平成15年度分　取得面積　14,310m2

                      　　取得価格　3億7,864万2,600円

　
　◆平成16年度分　取得面積　12,170.08m2

 　　　　　　　　　取得価格　3億2,202万316円

不動産の取得

下水道工事

土地改良工事

小那覇第3処理分区枝線工事小那覇第3処理分区枝線工事

安室地区ほ場整備工事安室地区ほ場整備工事

東崎都市緑地用地購入（2/1補助）東崎都市緑地用地購入（2/1補助）



建　　築  　 　  契約金額　1億1,550万円
　　　　　　　　契約の相手　代　表　者　三善建設（株）（西原町）
　　　　　　　　　　　　　　　 構　成　員 （資）山 善 組  （那覇市）
　　　　　　　   　　　　　　　 構　成　員　西 喜 建 設   （西原町）

　　　　　　　　契約の方法　町内13社 、町外23社による指名競争入札

除湿換気      　  契 約 金 額　　  6,930万円
　　　　　　　　契約の相手　代　表　者 （有）日向工業（西原町）
　　　　　　　　　　　　　　    構　成　員 （有）同志建設工事（西原町）

　　　　　　　　  　契約の方法　町内8社、町外16社による指名競争入札

意見書

人　  事　新しい助役と収入役が決まりました。

助役
宮平正和（56)
西原町字我謝758

収入役
親泊輝延（57）
西原町字小波津233-78
小波津団地B-112

全会一致で選任 8名の議員の退席による
全会一致で選任

収入役室の設置に200万円！　産業まつりに100万円の追加！

臨
時
議
会
8/9

臨
時
議
会
8/9

反対討論　　　　　　　　　　　　　　　　     賛成討論

一般会計補正予算一般会計補正予算

意見書
決　議
意見書
決　議
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容
は
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て
あ
り
ま
す
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。

　「自主・自立・共働・共助」の理念のもとに、長年に渡りシルバー人材センター

事業を展開してきました。今日では、全国で７６万３千人が参加し、地域環境の美

化、福祉、家事援助サービスなど幅広い分野で活動して地域住民にとってかけがえ

のない存在になっている。また、働くことによって、すこやかに高齢期を過ごし、

明るい家庭や社会をつくり、介護・医療の財政軽減にも大きく寄与している。

　私たちは、シルバー人材センターが地域における「働く」高齢者を支える中核組

織として、雇用・就業の支援だけでなく、職業能力の開発、ボランティア活動など

の社会参加の促進、高齢期の働き方や生活設計に関する相談援助など、高齢者のた

めのワンストップサービスセンターを目指して、今後さらに一丸となって取りくむ

決意である。

　つきましては、私たちのこのような事業努力を促進し、シルバー人材センター事

業の更なる機能の強化・拡充のために、国・都道府県及び市町村の支援と助成を強

く要請する。

　社団法人　全国シルバー人材センター事業協会平成１６年度定期総会

　社団法人　西原町シルバー人材センター（理事長・翁長正吉）

　自立経済を確立するためには、県産品奨励を進め、地場産業の振興を図ることが

最も有効な手段である。「２００４年県産品奨励月間」の趣旨にもとづいて、県内

企業への優先発注及び県産品の優先使用について下記のとおり配慮を賜りたい。

記

１．県産品の優先使用について、議会で決議していただきたい。

２．再生資源等を用いて製造された県産リサイクル製品の優先使用。

　　社団法人　沖縄工業連合会　　沖縄県商工会連合会

　　沖縄県ＪＩＳ協会　　　　　　沖縄県商工会議所連合会

　　沖縄県酒造組合連合会

要請・本会議採択要請・本会議採択

●県産品の優先使用について

●平成１６年度社団法人シルバー人材センター
　事業協会定期総会決議にかかる要請

◆西原中学校改造防音工事

宛先
内閣総理大臣・外務大臣・防衛庁長官・沖縄及び北方対策担当大臣防衛施設庁長官・那覇防衛施設
局長・外務省沖縄担当大使・沖縄県知事

臨
時
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会
10/21

臨
時
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会
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●地方交付税、補助金の削減の状況の中、部屋を作るにしても
　実際に業務をしてからどんな支障があるかによって提案する
　のが普通ではないか？収入役室が無いから作ってあげますで
　は町民の理解が得られない。

●どこの課も手狭で議会でも議長室を撤廃して全議員で活用で
　きるよう、開放している。今の財政状況では我慢をして業務
　をしながら再度検討していただきたい。

●収入役室はガラス張りで町民全体が見える部屋、開かれた部
　屋が必要と考える。個室を作って密室的なものにならないか
　心配。

●これからの自主財源の獲得はもちろん歳出の抑制も各課共に
　調整する場所が必要。

●将来の西原町をどうするんだという大きな考えから、三役の
　一人であるから、今後場合によっては大きな改革もしなけれ
　ばならない。町長の前向きな姿勢は非常に高く評価したい。
　２００万円は小さな金額ではないが、必ず数倍、数十倍にな
　って町民のサービスのために大きな金額になる。

●これまで収入役室がなかっのが不思議であって、増々重要な
　役割が求められて来る。町の営業マンとして三役は今まで以
　上に役割を認職して働かなければならない。

賛成
多数で
賛成
多数で

　本町上空は普天間飛行場の飛行訓練ルートとなっており、米軍機の騒音による住民生活や教育環境にも深刻
な影響を与えていることを考えれば、今回の墜落事故は、本町にとっても極めて憂慮すべき事態と言わざるを
得ない。
　同基地に所属する航空機の事故は、復帰後だけでも七十数回を数え、米軍機事故の三割を超えており、もっ
とも危険な基地の一つでありながら、今日まで放置した責任は日米両政府にある。
　基地が存在するかぎり、住民を死の恐怖に陥れる事件・事故は絶対になくならない。
よって、本町議会は、町民・県民の生命、財産、人権を守る立場から、今回の墜落事故に対して厳重に抗議し、
下記の事項について強く要求する。

記

一・住民地域上空での米軍機の飛行をただちに中止すること。
二・名護市辺野古沖合いへの移設計画を再考し、米国の海外基地再編計画に普天間基地の閉鎖を盛り込むこと。
三・地元関係自治体や消防・警察の現場立ち入りを阻害する日米地位協定を全面的に改定すること。
四・被害者への完全補償を早急に行うこと。

米軍ヘリコプター 墜落事故に関する意見書



新しい議長 と 副議長 が 決まりました

　与那嶺義雄議長が9月12日投開票の町長選挙に立候補した為に、9月定例会において投票

の結果、11対9で議長に前里光信議員が決まりました。

　また副議長が議長に就任した為、後任に新川喜男議員が全会一致で決まりました。そし

て新川喜男議員が東部消防組合議員を辞任したため、後任に玉井正幸議員が決まりました。
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建設産業常任委員会所管事務調査について建設産業常任委員会所管事務調査について建設産業常任委員会所管事務調査について

　「人工ビーチの管理運営」と「地

産地消」のテーマで、四国高知県の

夜須町、愛媛県今治市の現状と取り

組みについて委員6名、事務局1名で

の視察でした。

　高知県夜須町の「ヤ・シィパーク」

は国のマリンタウンプロジェクトの

事業で国・県が施設を完成し、管理

運営については町が委託を受けて、

「観光協会」が町の委託で運営しています。「西原マリンパーク」も運営については、開業ま

でにシミュレーションを含めて対応する必要があると思いました。

「地産地消」は、地元でとれた産物を地元で消費をする。ということで、生産者の顔が見える、

安心安全のイメージと農産物の自給率を上げるという取り組みである。

　今治市では、「地産・地消」を地域づくりの政策の中に取り入れられた。又「愛媛産には愛

がある」というキャッチフレーズで愛媛県の施策もあり、今治市は市役所の中に地産地消推進

室を設置し、地場産業の拡大、ＰＲに取り組んでいる。特に学校給食においては、ＪＡ等の協

力を得ながら、今治産減農薬米を使

用し、有機産物の導入、地元産の小

麦、大豆を使用したパン、豆腐など

の供給で、安心と安全の「地産地消」

を積極的に推進していました。






